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連結株主資本等変動計算書

（2021年１月１日から）2021年12月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,481,520 349,766 △87,254 1,744,031
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △86,685 △86,685
親会社株主に帰属する当期純利益 367,750 367,750
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 281,065 － 281,065
当 期 末 残 高 1,481,520 630,831 △87,254 2,025,096

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △6,848 △236,209 △243,057 47,315 1,548,289
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △86,685
親会社株主に帰属する当期純利益 367,750
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額) 3,255 53,507 56,763 11,567 68,330

連結会計年度中の変動額合計 3,255 53,507 56,763 11,567 349,395
当 期 末 残 高 △3,592 △182,701 △186,294 58,882 1,897,685
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 ３社
② 連結子会社の名称 サイオステクノロジー株式会社

SIOS Technology Corp.
株式会社Myオフィス

なお、当連結会計年度において、連結子会社でありましたProfit Cube株式会社は、2021年4月1日付でサイオ
ステクノロジー株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 関連会社の数 ２社
② 関連会社の名称 BayPOS, Inc.

株式会社セシオス
③ 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、直近の事業年度に係る計算書類を使用
しております。
④ 持分法非適用の関連会社
コーディルテクノロジー株式会社
(持分法を適用しない理由)
当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため、持分法の適用から除いております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
a 関連会社株式 移動平均法による原価法
b その他有価証券
時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り
込む方法によっております。

ロ．たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）によっております。
a 商品 主として移動平均法による原価法

（一部の連結子会社は、個別法による原価法）
b 仕掛品 個別法による原価法

ハ．デリバティブ
時価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用し
ております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～18年
工具器具備品 ３～15年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。
ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
a 市場販売目的のソフトウェア
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見込販売期間（３年以内）における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等
配分額を比較し、いずれか大きい額で計上する方法を採用しております。
b 自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用
定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しており、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．受注損失引当金
受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積可能なものについては、損失見積額を引当計上しております。
④ 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
また、一部の国内連結子会社は、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
受託開発のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の計上基準
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる契約
工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の契約
工事完成基準

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しており、当連
結会計年度末における予定取引に該当する取引をヘッジ対象とする為替予約については、繰延ヘッジ処理を
しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段……為替予約
ヘッジ対象……商品及び原材料輸入による外貨建買入債務

ハ．ヘッジ方針
外貨建債務に係る将来の為替レートの変動リスクの回避及び金融収支改善のため、ヘッジを行っておりま
す。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性を判断しております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理については税抜方式によっております。
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３．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日)を当連結会計年度から適
用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 86,244千円
(注)１．繰延税金負債と相殺前の金額は、106,607千円であります。
(注)２．上記のうち、サイオステクノロジー株式会社の繰延税金資産の計上額は、81,727千円であり、繰延税金負
債と相殺前の金額は102,064千円であります。

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法
将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りによって繰延税金

資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは将来の事業計画を基礎としております。

② 主要な仮定
課税所得の見積りの基礎となる将来の事業計画における主要な仮定は、市場環境等を加味した事業毎の売上高の

成長率としております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定である市場環境等を加味した事業毎の売上高の成長率が、経営環境等の変化により減少した場合に

は、課税所得の見積りが変動する可能性があります。その結果、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を
及ぼす可能性があります。

５．会計上の見積りの変更に関する注記
当連結会計年度において、天王洲アイルオフィスを解約し移転することを決定したことに伴い、利用不能となる

固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。
また、不動産賃貸借契約に基づく原状回復に係る費用について、敷金のうち回収が最終的に見込めないと認めら

れる金額及び償却期間の変更を行っております。
これにより、従来の方法と比較して、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

8,884千円減少しております。

６．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 404,433千円

７．連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。
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８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

発 行 済 株 式
普 通 株 式 8,874,400株 － － 8,874,400株

合 計 8,874,400株 － － 8,874,400株
自 己 株 式
普 通 株 式 205,838株 － － 205,838株

合 計 205,838株 － － 205,838株

（2）配当金に関する事項
① 配当金支払額
2021年２月３日の取締役会決議による配当に関する事項
①配当金の総額 86,685千円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 10円00銭
④基準日 2020年12月31日
⑤効力発生日 2021年３月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年２月３日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額 130,028千円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 15円00銭
④基準日 2021年12月31日
⑤効力発生日 2022年３月28日

（3）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及
び数
該当事項はありません。

― 5 ―

2022年03月02日 13時27分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



９．金融商品に関する注記
（1）金融商品に対する取組方針
① 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、銀行借入による
方針であります。
デリバティブについては、将来の為替・金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな
い方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グ
ループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把
握する体制としております。
投資有価証券は、主に取引先企業の業務上の提携等に関連する株式及び投資事業有限責任組合への出資であり、
定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案の上、保有状況を継続的に見直し
ております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金の使途は、運転資金及び企業買収資金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されて
おります。
デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取引権限及び取引限度額を定めた社内規程に従って行ってお
り、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引
を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金繰表を作成・更新
するなどの方法により管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のとおりであり
ます。
なお、デリバティブ取引に関する契約額等につきましては、その金額自体がデリバティブ取引にかかる市場リ
スクを示すものではありません。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額 (＊１) 時価(＊１) 差額

(1)現金及び預金 3,148,805 3,148,805 －
(2)受取手形及び売掛金 2,101,204 2,101,204 －
(3)投資有価証券
その他有価証券 12,965 12,965 －

(4)買掛金 (1,216,499) (1,216,499) －
(5)長期借入金 (290,500) (290,500) －
(6)デリバティブ取引（＊２） 29,950 29,950 －

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ
いては（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（5）長期借入金（一年内返済予定分を含む）
変動金利によるため、短期間で市場金利を反映しており、時価は帳簿価額と近似していると考えられる
ため、当該帳簿価額によっております。

― 6 ―

2022年03月02日 13時27分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（6）デリバティブ取引
為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、
その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。為替予約及び通貨スワップの時価は、取引金
融機関から提示された価格等によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,642

投資事業有限責任組合への出資 132,592
これらは市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要すると見込
まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはして
いません。

（注）３．金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

(1)現金及び預金 3,148,330 － － －
(2)受取手形及び売掛金 2,101,204 － － －

（注）４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

長期借入金 109,000 181,500 － －

１０．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 212円12銭
（2）１株当たり当期純利益 42円42銭

１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

１２．その他の注記
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大が当社グループの業績に与える影響については、現時点で限定
的であり、また、感染拡大傾向は翌連結会計年度にかけて逓減していくと仮定して、固定資産の減損や繰延税金
資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、COVID-19拡大に伴う影響は、不確定要素が多く、上記仮定に変化が生じた場合には、将来に
おける財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。
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株主資本等変動計算書
（2021年１月１日から）2021年12月31日まで

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他資本剰余金
資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金

その他利
益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 1,481,520 2,168 2,168 4,334 242,825 247,159
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 8,668 △95,354 △86,685
当 期 純 利 益 310,147 310,147
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 8,668 214,793 223,462
当 期 末 残 高 1,481,520 2,168 2,168 13,002 457,619 470,622

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本

合 計
その他有
価証券評
価差額金

評価・換算差額
等
合 計

当 期 首 残 高 △87,254 1,643,593 △52 △52 1,643,541
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △86,685 △86,685
当 期 純 利 益 310,147 310,147
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) 110 110 110

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 223,462 110 110 223,573
当 期 末 残 高 △87,254 1,867,056 58 58 1,867,114
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
a 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法
b その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証
券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② デリバティブ
時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～18年
工具器具備品 ３～15年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。
② 無形固定資産(リース資産を除く)
自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金
当社は従業員の退職給付に備えるため、退職一時金については退職給付会計に関する実務指針に定める簡
便法（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により当事業年度末における退職給付債務を計上
しております。

③ 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業損失に備えるため、当該会社の財政状態及び経営成績等を勘案し、損失負担見込額を計上
しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理については税抜方式によっております。

３．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日)を当事業年度から適用し、
個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

５．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 81,476千円
（2）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 39,664千円
② 短期金銭債務 38,470千円
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６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

（1）営業取引による取引高 363,367千円
（2）営業取引以外による取引高 4,141千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 205,838株 － － 205,838株

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 19,290千円
未払事業税 1,309千円
退職給付引当金 10,405千円
資産除去債務 11,683千円
投資有価証券評価損 554,210千円
その他 4,285千円
繰延税金資産小計 601,184千円
評価性引当額 △596,641千円
繰延税金資産合計 4,542千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △25千円
繰延税金負債合計 △25千円
繰延税金資産の純額 4,517千円
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９．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
サイオステク
ノロジー株式
会社

100,000
千円

情報システムの
開発・基盤構
築・運用サポー
ト等

所有
直接
100.0

経 営 管 理
役 員 の 兼 任 経営管理料等 994,128 未払金

売掛金
37,900
19,784

子会社
SIOS
Technology
Corp.

16,965
千米ドル

「LifeKeeper」
等の開発・販
売・保守

所有
直接
100.0

資 金 の 借 入
経 営 管 理
役 員 の 兼 任

利息の支払い
(注)2 4,086

関係会社長期借入金
１年内返済予定の
関係会社長期借入金

(注)2

460,040

112,709

子会社 株式会社
Myオフィス

10,000
千円

ソーシャルメデ
ィアの企画・開
発・運用等

所有
直接

97.6
資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任 － － 関係会社長期貸付金

(注)3 63,000

子会社
Profit Cube
株 式 会 社
(注)5

100,000
千円

金融機関向け製
品・サービスの
開発等

所有
直接
100.0

資 金 の 貸 付
債 務 保 証
経 営 管 理
役 員 の 兼 任

貸付金の回収
(注)4
経営管理料等

50,000

33,537
－ －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
２．資金の借入については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
３．関係会社長期貸付金については63,000千円の貸倒引当金を計上しております。
４．資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
５．2021年4月1日にサイオステクノロジー株式会社と合併し消滅したため、取引金額は関連当事者であった期間の金額を記載しており
ます。

１０．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 215円39銭
（2）１株当たり当期純利益 35円78銭

１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

１２．その他の注記
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大が当社の業績に与える影響については、現時点で限定的であり、

また、感染拡大傾向は翌事業年度にかけて逓減していくと仮定して、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能
性等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、COVID-19拡大に伴う影響は、不確定要素が多く、上記仮定に変化が生じた場合には、将来に

おける財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。
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